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親子双方の注意欠如・多動症的行動特性と親子関係との関連
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問題と目的

注意欠如・多動症（ADHD）の子どもの家庭では，

親子関係における問題に直面しやすいことが指摘さ

れている（Johnston & Mash, 2001）。また，ADHD の

診断を受けた子どもだけでなく，子どもの注意欠

如・多動症的行動特性（ADHD 特性）の高さについ

ても，親子関係の問題のリスク要因であることが示

されている（齊藤他, 2016）。一方，子どもだけでな

く，親の ADHD 特性の高さについても，親子関係の

問題の多さに関連を示すことが明らかとなっている

（齊藤・坂田, 2017）。しかしながら，親子双方の

ADHD 特性ならびにその組み合わせが親子関係に

どのような関連を示すのかについては，これまでに

十分な検討が行われていない。本研究は，親子双方

の ADHD 特性の高さならびにその組み合わせが，親

子関係（養育のあたたかさ，親子間の葛藤）にどの

ような関連を示すのか，2 時点の縦断データを用い

て検討することとした。

方 法

調査対象者と手続き：子どもの養育環境に関する縦

断研究の登録家庭において，対象児が小学 6 年時

(Time 1) と中学1年時 (Time 2) の2時点のデータが

欠損なく揃った母親 201 名と父親 158 名の回答を分

析対象とした。2015 年 2 月と 2015 年 12 月に，郵送

により質問紙の配付・回収を行った。

測定尺度：(1)親の注意欠如・多動傾向 (Time 1): Adult 
ADHD Self-Report Scale (ASRS) (Kessler, 2005) 18 項

目，(2)子どもの注意欠如・多動傾向 (Time 1): ADHD 
Rating Scale（DuPaul et al., 1998; 市川・田中 監修,
2008）18 項目，(3)養育のあたたかさ (Time 2): 
Parental Bonding Instrument（Parker, 1979）を基に開

発された母親・父親版養育態度尺度（菅原他, 2000）
のうちあたたかさ 5 項目，(4)親子間の葛藤: Network 
Relationship Inventory（Furman & Buhrmester, 1992; 吉
武他, 2014）の母親・父親版のうち葛藤 3 項目

結果と考察

親子の各 ADHD 特性を Step 1，親子の ADHD 特

性の交互作用を Step 2 で投入し，親子関係の各変数

を従属変数とする階層的重回帰分析を行った。母親

の養育のあたたかさに対しては，子どもの ADHD 特

性のみが有意な負の関連を示した（β = -.25, p < .01）。
一方，母子間の葛藤に対しては，母子の ADHD 特性

の有意な交互作用が見られ（β = -.18, p < .05），母親

の ADHD 特性が高い場合（β = .18, p < .05）に比べ

て低い場合（β = .44, p < .01）の方が，子どもの ADHD
特性の高さから母子間の葛藤の多さへの正の関連が

より強いことが明らかとなった（Figure 1）。父親の

養育のあたたかさに対しては，父子の各 ADHD 特性

が有意な負の関連を示したが（β = -.22, p < .01; β =
-.27, p < .01），交互作用は見られなかった。一方，父

子間の葛藤に対しては，いずれの変数も関連を示さ

なかった。

本研究により，あたたかな養育の不足や親子間の

葛藤といった親子関係の問題を検討する際に，親子

双方の ADHD 特性に着目することの重要性が示唆

された。母子間の葛藤は，親の ADHD 特性が低い一

方で子どもの ADHD 特性が高い家庭において，特に

注意が必要であるといえるだろう。
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Figure 1 親子の ADHD と母子間の葛藤との関連
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問題と目的

教職課程の学生におけるキャリア意識は，将来

教員になることを想定して発達することが期待さ

れるが，その過程においては，将来への迷いや不

安，大学生活への不適応等の困難も予想される。

寺本（ ）では，教職課程の 年生におけるキ

ャリア発達に関連する意識（進路選択に対する自

己効力，自己形成，就職活動における不安）と時

間的展望の関連性について検討した。本研究では，

同一対象者へ追跡調査を実施し， 年次の進路選

択における自己効力の高低と性別が 年次の他の

要因とどのように関連するのか検討した。

方 法

参加者 関東にある私立大学の教育学部に所属す

る 年生 名のうち， 名について 年次に追

跡調査を実施した（男子 名，女子 名，平均

年齢 （± ））。

手続き 進路選択自己効力，自己形成，就職活動

における不安，時間的展望についてアンケート調

査を実施した。使用した心理尺度は，進路選択に

対する自己効力尺度（浦上， ），アイデンティ

ティ尺度（下山， ），就職活動不安尺度（松田・

永作・新井， ），時間的展望体験尺度（白井，

）であった。進路選択自己効力尺度は 因子，

アイデンティティ尺度は 因子（基礎，確立），就

職活動不安尺度は 因子（アピール不安，サポー

ト不安，活動継続不安，試験不安，準備不足不安），

時間的展望体験尺度は 因子（過去受容，現在の

充実感，目標指向性，希望）で構成され，いずれ

も高得点ほどその程度が高いことを示した。

分析 寺本（ ）における 年次の進路選択自

己効力得点を活用し，その平均値より高得点であ

る 群と，平均値未満である 群を設定した（

群 名， 群 名）。この群別と性別を独立変数

とし， 年次に測定した各尺度得点を従属変数と

す る 二 要 因 分 散 分 析 を 行 っ た （

を使用）。

倫理的配慮 本研究は発表者の所属機関の研究倫

理委員会の承認を得て実施された。

結果と考察

進路選択自己効力に関して， 年次得点と 年

次得点の間で，正の有意な相関関係が認められ

（ ， ， 年次の進路選択に関する自

信の程度は， 年次の様相とも関連していること

が示唆された。

性別・群別平均値（ ）を に示した。

交互作用と性別の主効果は認められず，群別の主

効果が目標指向性，希望，サポート不安，試験不

安，準備不足不安，アイデンティティ（基礎）に

おいて確認された（有意傾向も含む）。目標指向性，

希望，アイデンティティ（基礎）において， 群

が 群よりも高い得点を示しており， 年次の進

路選択に対する自信の高さが， 年次の時間的展

望（未来成分）の高さや自己形成の基本的な要素

の達成度と関連することが示唆された。サポート

不安，試験不安，準備不足不安においては， 群

の得点が 群よりも低く， 年次の進路選択に対

する自信の高さが，部分的ではあるが，就職活動

に関する不安の低さと関連することが示唆された。

以上の結果は， 年次の進路選択に関する自己

効力の高低が 年次の時間的展望，就職活動に関

する不安，自己形成の様相と関連することを示し

ており，教職課程 年次の支援体制の必要性が示

唆された。今後も継続的にデータを収集し， 年

間を通じた変化過程の把握と支援の在り方につい

て検討する必要があろう。

性別・群別平均値（ ）
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